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2014 年 12 月 3 日 
株式会社日立製作所 
株式会社みずほ銀行 

みずほ情報総研株式会社 
THE パワーグリッドソリューション株式会社 

 

「スロベニアにおけるスマートコミュニティ実証事業」への参画について 

 

株式会社日立製作所(執行役社長兼COO：東原 敏昭／以下、日立)、株式会社みずほ銀行(頭
取：林 信秀／以下、みずほ銀行)、みずほ情報総研株式会社(代表取締役社長：西澤 順一／以下、

みずほ情報総研)、THEパワーグリッドソリューション株式会社(代表取締役社長：森田 清紀／以下、

THE)は、このたび、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(以下、NEDO)が、「国際

エネルギー消費効率化等技術・システム実証事業」の一環として実施するスロベニア共和国(以下、

スロベニア)におけるスマートコミュニティ実証事業に関して、実証前調査の委託先に選定されました。

本実証事業は、日立が実証研究責任者として全体をとりまとめ、3社とともに実証前調査を2014年12
月から2015年9月まで行います。その調査結果を踏まえた事業化評価を経て、実証事業を3年間実

施する予定です。 

本実証事業は、日本とスロベニアの共同事業となり、スロベニア政府から支援を受けて、現地の企

業が参加する予定です。実証前調査において、スロベニアの企業と、各実証のスコープや実証場所

の選定などを行っていく予定です。 

 

スロベニアでは、温室効果ガスの排出削減を盛り込んだEU指令に基づき、2020年までに全エネ

ルギーの 25%を再生可能エネルギーにし、エネルギー効率を 20%改善する目標を掲げています。 
一方、配電会社の設備は老朽化が進みつつあるなか、経済成長に伴う電力需要が増加しており、

今後配電系統に係わるインフラへの設備投資が増加すると予想されています。さらに、再生可能エ

ネルギーの大量導入による系統への影響も想定されるため、配電系統を高度に管理する技術が必

要とされています。 
本実証事業では、日本のエネルギー・環境分野における高度な配電管理技術と ICT*1を活用し、

再生可能エネルギーの導入対策などに効果のある配電系統の監視や、電圧調整を最小限の設備

投資で実現できる DMS*2 を導入することにより、配電系統の安定性の確保と効率的な運用をめざし

ます。また、電力需要家の xEMS*3などを活用し DMS と連携させることにより、ピーク電力の抑制や

電力の地産地消などを実現する DR*4ソリューションの確立を図ります。  
 

現在想定している実証事業の内容と参画企業は以下の通りです。なお、実証前調査にて、実証

事業のより詳細な内容を決定します。 
 
(1) 複数の配電会社が共同利用できるクラウド型の統合DMSの開発および実証 (日立、THE)  

本実証では、スロベニアの複数の配電会社が、共同利用できるクラウド型の統合DMSの技術

開発および実証をめざします。統合DMSでは、配電網の電圧や電流などの状態を可視化する機
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能に加え、再生可能エネルギー導入時の電圧変動を調整する電圧・無効電力最適化機能や停

電時の復旧を迅速化する事故検出機能、事故区間判定および事故区間分離・停止・復旧機能を

実装する予定です。  
 
(2) xEMSと連携したDRソリューションの開発および実証 (日立) 

本実証では、配電事業者のDMSと電力需要家が導入しているBEMS*5などのxEMSを連携さ

せることで、ピーク電力の抑制や電力の地産地消などを実現するDRソリューションの技術開発お

よび実証をめざします。 
 
(3) ビジネスモデルの検討・構築(みずほ銀行、みずほ情報総研)  

上記の統合DMSおよびDRソリューションのスロベニアでの継続的な運用を実現するため、電

気事業者や関連法制度などの調査・分析、機器サプライヤーの調査、政府関係者への働きかけ

などを通じ、ビジネスモデルを検討・構築し、経済合理性の評価を実施する予定です。また、スロ

ベニアと類似した電力システムを有する第三国への事業展開に向けた論点整理のための調査も

行う予定です。 
 
■適用イメージ図 

 
*1 ICT: Information and Communication Technology (情報通信技術) 
*2 DMS: Distribution Management System (配電系統の制御システム) 
*3 xEMS: x-Energy Management System (ITを活用した電気やガスなどのエネルギーマネージメントシステム)  
*4 DR: Demand Response (デマンドレスポンス)電力の最終需要家が電力需給逼迫時などにおいて、電力需要量を

低減するように設計されたインセンティブに対応して、通常の電力需要パターンを変更すること。 
*5 BEMS: Building-Energy Management System (ビルのエネルギーマネージメントシステム) 
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■照会先 

株式会社日立製作所 エネルギーソリューション事業統括本部 [担当:丸山、深澤] 
〒101-8608 東京都千代田区外神田一丁目 18 番 13 号 
電話 050-3174-0057(直通) 
 

株式会社みずほ銀行 産業調査部 戦略プロジェクト室 [担当：船橋、大塚] 
〒100-8176 東京都千代田区大手町一丁目 5 番 5 号 
電話 03-5200-7822(直通) 
 
みずほ情報総研株式会社 環境エネルギー第 2 部 [担当：桐原、杉村、羽島] 
〒101-8443 東京都千代田区神田錦町 2-3 
電話 03-5281-5457(直通) 
 
THE パワーグリッドソリューション株式会社 [担当：永井] 
〒101-0022 東京都千代田区神田練塀町 3 番地 

電話 090-7635-0384(直通) 
 

以 上 
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